
 

 

居宅介護支援事業重要事項説明書 

 

 

１． 当事業所が提供するサービスについての相談窓口および営業日等 

電 話 ０７７－５５１－３２５５  

ＦＡＸ ０７７－５５１－３２７４ 

営 業 日 月 曜 日 ～ 土 曜 日（日 曜 日・祝 日は 休 業） 

営業時間 午前９時 ～ 午後５時 

 

２． 当事業所の概要 

事業所名 医療法人社団 真下胃腸科医院 居宅介護支援事業所 

所 在 地 〒520-3035 滋賀県栗東市霊仙寺 1 丁目 1 番 52 号 

事業所の指定番号 ２５１１２００６１６ 

サービスを提供する 

通常の事業実施地域 

栗東市、守山市、草津市 

※上記以外でも、ご希望があればご相談ください。 

    ★当事業所は、特定事業所加算制度対象事業所です。中重度者様や支援困難 

ケースへの積極的な対応を行うほか、専門性の高い人材を確保し、質の高い 

ケアマネジメントを実施します。 

 

３． 当事業所の法人概要 

名  称 医療法人社団 真下胃腸科医院 

所 在 地 〒520-3035 滋賀県栗東市霊仙寺 1 丁目 1 番 52 号 

法人種別 医療法人 

代 表 者 理事長 大槻 鉄郎 

 

４． 当事業所の従業員 

 員数 取得資格 勤務体制 

管 理 者 １名 介護福祉士 常勤 

介護支援専門員 ３名 
社会福祉士(１) 

介護福祉士(２) 

 常勤１名 

常勤１名 非常勤１名 

 

 



５． 事業の目的および運営の方針 

事業の目的 

要介護者等の心身の状況、その置かれている環境に応じて介護

サービスの計画を作成し、他の介護関連機関との連絡調整、そ

の他の便宜の提供を行うことを目的とする。 

運営の方針 

1. 本事業は、利用者が要介護状態等になった場合においても、

可能な限り居宅においてその有する能力に応じ、自立した

日常生活を営むことができるよう配慮して行います。 

2. 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利

用者の選択に基づき、適切な保健医療サービスおよび福祉

サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効果的に提供さ

れるよう配慮して行います。 

3. 利用者の意思および人格を尊重し、常に利用者の立場に立

って、利用者に提供される居宅サービス等が特定の種類ま

たは特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのない

よう、公正中立に行います。 

   ※利用者やその家族に対して、利用者はケアプランに位置

付ける居宅サービス事業所について 

・複数の事業所の紹介を求めることが可能であること 

・当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求める 

ことが可能であること 

   の説明を行います。 

4. 事業の運営にあたっては、市町村、地域包括支援センター、

老人介護支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護保険

施設等との連携に努めます。 

5. 上記の他「栗東市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準を定める条例」を遵守します。 

 

６． 提供するサービスの内容と料金 

内 容 提 供 方 法  

居宅サービス計画の

作成と各サービス提

供事業者との調整 

利用者の心身の状況や生活環境等を把握し課題を分

析します。利用者に必要な援助を考えサービス担当者

会議などを行い、居宅サービス計画を作成します。ま

た各サービス利用に関する事業者との調整をします。 

サービスの実施状況

および課題の把握 

(モニタリング) 

1 ヶ月に 1 回以上、担当の介護支援専門員が利用者の

お宅に訪問し、サービス内容が適切かなどについて話

し合います。テレビ電話装置等を活用したモニタリン

グを行う時は事前に説明し同意をいただきます。 

給 付 管 理  

介護保険を使って受けられるサービスについて、実際

にサービスが受けられる範囲やサービスの種類など

について調整し、また、サービスが計画どおりに提供

されたかなどを確認して、給付管理を行います。 



要介護（要支援）認定

等の協力、援助 

利用者が要介護認定、要支援認定の変更や、更新認定

を受けるについて申請を代わって行ったり、その他必

要な援助を行います。 

利用者からの相談に

対応 

介護保険や介護に関することなら、何でもご相談をお

受けします。必要に応じて介護保険施設等の紹介を行

います。 

   ※業務範囲外の内容 

ケアマネジャーは、ケアプランの作成やサービスの調整等を行いますが、下記に 

示すような内容は業務範囲外となります。これらのご要望に対しては必要に応じ 

て他の専門職等を紹介いたします。 

・救急車への同乗・入退院時の手続きや生活用品調達等の支援・家事の代行業務 

・直接の身体介護・金銭管理 

 

〔プライバシー（個人情報）の保護〕 

当事業所がサービスを提供する際に、利用者やご家族に関して当事業所が 

知り得た情報については、サービス担当者会議などの利用者へのサービス提供 

のために必要な業務以外では、決して他に漏れないようにします。サービスの 

提供に関わって、利用者の情報を他の事業者等と共有する場合は、事前に利用 

者に説明し同意書に署名をいただきます。 

 

〔料 金 等〕 

利用料 

<厚生労働大臣の定める基準> 

居宅介護支援費   要介護  1，2    11,620 円 

(1 月につき)   要介護 3，4，5   15,097 円 

   初回加算  3,210 円 

    ・新規に居宅サービス計画を作成する場合に算定します。 

・要支援者が要介護認定を受け居宅サービス計画を作成する

場合に算定します。 

・要介護状態区分が 2 区分以上変更され居宅サービス計画 

を作成する場合に算定します。          

   入院時情報連携加算 Ⅰ  2,675 円 

    ・介護支援専門員が病院または診療所に、入院した日のうち

に必要な情報提供を行った場合に算定します。 

      入院時情報連携加算 Ⅱ  2,140 円 

    ・介護支援専門員が病院または診療所に、入院した日の翌日

又は翌々日に必要な情報提供を行った場合に算定します。 

   退院退所加算 

    ・退院等にあたり病院職員等から必要な情報をうけて居宅サ

ービス計画を作成しサービス利用に関する調整を行った

場合に算定します。 

 



 

 ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加 無 ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加 有 

連携１回 4,815 円 6,420 円 

連携２回 6,420 円 8,025 円 

連携３回 × 9,630 円 

通院時情報連携加算  535 円／月 

 ・利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者 

の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師

等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅

サービス計画に記録した場合に算定します。 

特定事業所加算 Ⅲ     3,456 円 

 ・常勤の主任介護支援専門員を 1 名配置している。 

 ・常勤の介護支援専門員を 2 名以上配置している。 

・利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事

項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催する。 

・24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の

相談に対応する体制を確保している。 

  《電話番号 090-4560-4595》 

・介護支援専門員に対して計画的に研修を実施している。 

・地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された

場合においても居宅介護支援を提供している。 

・地域包括支援センター等が実施する事例検討会議等へ出席

している。 

・家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、

生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に

関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加している。 

・運営基準減算、特定事業所集中減算及び高齢者虐待防止措

置未実施減算の適用を受けていない。 

・介護支援専門員一人当たりの利用者数が 45 人未満である。 

・介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメント

の基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保し

ている。 

・他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で実施

する事例検討会、研修会等を開催している。 

※利用者に介護保険が適用される場合は、利用料を支払う必要は

ありません。（全額介護保険により負担されます） 

※ただし、利用者が以前に保険料の滞納がある場合は、利用者よ

り料金をいただき、当事業所が発行する指定居宅介護支援提供

証明書をもって、差額の払い戻しを受けることができます。 



交通費 

利用者宅が当事業所の通常の事業実施地域以内は無料です。（栗東・草

津・守山）それ以外は、下記のとおり交通費の実費をいただきます。 

通常の事業実施地域を超えた地点から、 

片道 5km 未満          500 円 

片道 5km～10km 未満      1,000 円 

片道 10km 以上     5km まで毎に 500 円追加 

タクシーを利用した場合は実費 

その他 記録の複写物について実費をいただくことがあります。 

 

７． 料金の支払時期と支払い方法 

その都度の支払い、または月額でまとめて支払う方法になります。 

 

８． 主治の医師および医療機関との連絡 

事業者は利用者の主治の医師および関係機関との間において、利用者の疾患 

に関する情報について必要に応じ連絡をとらせていただきます。 

そのことで利用者の疾患に対する対応を円滑に行う事を目的とします。 

この目的を果たすために、次の対応をお願いいたします。 

 

（ア）利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に 

伝わるよう、入院時に持参する医療保険証またはお薬手帳等に当事業所名 

および担当の介護支援専門員がわかるように名刺を貼りつける等の対応を 

お願いいたします。 

（イ）また、入院時にはご本人またはご家族から、当事業所名および担当介護 

支援専門員の名称を伝えていただきますようお願いいたします。 

 

９． 介護支援専門員の変更 

担当の介護支援専門員については、いつでも変更できます。 

お気軽に事業所などにご相談ください。 

 

１０．解約 

（ア）利用者は当事業所に対し、「解約の通知」を解約する日までに事業所に届 

け出ていただくことによって、この契約を解約することができます。ただ 

し、緊急の入院などやむを得ない場合はこの限りではありません。 

 

（イ）当事業所は、事業の廃止などやむを得ない事情がある場合、利用者に対し 

て契約終了日 1 ヶ月前までに理由を示した文書でお知らせすることにより、 

契約を解約することがあります。この場合、当事業所の居宅介護支援事業 

所に関する情報をお伝えするなど、利用者が続けて、滞りなく介護保険の 

サービスを受けることができるように手配します。 



１１．契約の終了 

次の場合には、自動的に契約は終了します。 

（ア）利用者が介護保険施設に入所した場合 

介護保険施設へ入所するにあたっては、必要な支援を行います。 

（イ）利用者が要介護でなくなった場合 

地域の保健福祉サービスの情報提供など必要な支援を行います。 

（ウ）利用者がお亡くなりになった場合 

    

１２．虐待防止について 

      高齢者虐待防止法の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成さ 

れるよう、虐待防止に関する下記の措置を講じます。 

（ア）虐待防止委員会の開催 

（イ）高齢者虐待防止のための指針の整備  

（ウ）虐待防止研修の実施 

（エ）専任担当者の配置    担当者：濱田美智代 

 １３. 身体的拘束等の原則禁止 

      利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合 

      を除き、身体的拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び 

      時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１４. 事故発生時の対応について 

利用者に対する居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には、速やかに 

市、ご家族等に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

また、当事業所の責任において賠償すべきことが起こった場合には、損害賠償 

を速やかに行います。 

 

 １５. 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

       感染症の発生及まん延を防止できるよう、下記の措置を講じます 

（ア）感染対策委員会の開催 

（イ）感染症及びまん延防止のための指針の整備 

（ウ）感染症及びまん延防止のための研修及び訓練の実施 

      （エ）専任担当者の配置    担当者：濱田美智代 

 

１６．業務継続に向けた取り組みについて 

感染症や自然災害等の非常災害の発生した場合にあっても利用者が継続して居 

宅介護支援の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該 

計画に沿った研修及び訓練を実施します。その他の指定居宅介護支援事業者と 

の連携および協力を行う体制を構築するよう努めます。 

 

 

 

 



１７．ハラスメント対策の強化 

    職場や居宅介護支援等において行われる性的な言動や行動、または優越的な関係 

を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業 

者の就業環境が害されることを防止するための方針を明確にし、相談体制の整備 

など管理上の必要な措置を講じます。 

また、利用者またはご家族、その他関係者が事業者の従業者に対して行う次のよ 

うなハラスメントは固くお断りいたします。ハラスメントにより契約を解除する 

場合があります。 

    当事業所の快適性、安全性を確保するためにもご協力をお願いします。 

（ア）身体的暴力（物を投げる、身体的な力を使って危害を及ぼす行為等） 

（イ）精神的暴力（威圧的な態度で文句を言い続ける、個人の尊厳や人格を態度 

によって傷つけたり、おとしめたりする行為、契約外のサービスを要求す 

ること等） 

（ウ）セクシャルハラスメント（性的誘いかけ好意的な態度の要求、性的ないや 

がらせ行為等） 

 

１８．暴力団等の排除 

 当事業所は、暴力団および暴力団員、または暴力団員と密接な関係を有する者 

 を本事業の運営に関与させません。 

 

１９．相談・苦情窓口 

次のことについて、ご相談や苦情などがございましたら、当事業所の 

窓口まで遠慮なくお申し出ください。 

（ア）当事業所が提供するサービスについて 

（イ）居宅サービス計画に基づいて提供している各サービスについて 

 

 

担当者 

〒520-3035 滋賀県栗東市霊仙寺 1 丁目 1 番 52 号 

医療法人社団真下胃腸科医院居宅介護支援事業所 濱田 美智代 

電話番号 077－551－3255 

FAX 番号 077－551－3274 

 

 

当事業所以外でもご相談や苦情などについては下記の窓口があります。 

栗東市役所長寿福祉課 

守山市役所介護保険課 

草津市役所介護保険課 

電話番号 077－551－0281 

電話番号 077－582－1127 

電話番号 077－561－2369 

滋賀県国民健康保険団体連合会 
滋賀県大津市中央 4 丁目 5 番 9 号 

電話番号 077－510－6605 

                


